
政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

１．施策の実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移 ４ 年 後
事 務 事 業 目 標 指 標 （見込）

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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前期基本計画 平成２９年度 施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進
０１ 総合計画に基づく政策の推進

企画政策課長  熊谷和久

第１次滝沢市総合計画の確実な推進のため、市民の理解度・認知度を高め、「幸福と暮らしに関する市民アンケート」や各

種統計の情報等を把握、分析しながら、滝沢市又は市行政を取り巻く社会環境の変化を的確に捉えます。

この分析により、毎年度の市長方針に基づく各政策、施策の展開と評価を実施し、幸福感を育む環境づくりを図ります。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

暮

ら

し

総合計画を知っている人の割合

1 20 30 40 50 55 -
％ 13.5

15.7 0 - - - 0.0

幸

福

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

2 62 64 66 68 70 -
％ 61

57.6 0 - - - 0.0

平成28年度
平成27年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

3837  総合計画マネジメント事業

市民アンケート調査回収率
1

38 39 40 41 42 43 0
％

36.4 0 - - - - -

3884  滝沢市総合計画審議会事務

総合計画審議会開催数
2

2 2 3 5 2 2 0
回

6 0 - - - - -

7992  トップマネジメント推進事業

市長の方針や意思を職員に伝える機会の創出
3

6 6 6 6 6 6 0
回

6 0 - - - - -



策

主体による地域づくり

の

を進めるかについて、

実

「住民自治日本一をめ

現

ざす地域社会計画」と

に

しての基本構想と、

市

影

民主体の地域別計画、

響

市行政主体の「市域全

す

体計画」の２つを関連

る

付けながら、「住民自

社

治」を展開するための

会

政策を考

え、そのため

環

のバックデータをアン

境

ケートや統計情報等に

変

よりストックする本施

化

策に他なりません。

「

(

総合計画に基づく政策

３

の推進」のためには、

)

「総合計画」自体を市

 

民そして職員が理解す

基

る必要があります。

特

本

にも、行政サービスを

施

直接市民に提供する職

策

員は、法令等による行

と

政サービスの目的に加

の

え、滝沢市が目指す地

関

域づくり

を理解した上

連

での対応が求められま

性

す。

そのため、前期基

３

本計画の計画期間にお

．

ける市域全体計画の展

施

開においては、総合計

策

画の趣旨を職員が確実

の

に理解し、その

上で行

実

政サービスの展開を企

現

画立案するための仕組

に

みづくりを進めます。

向

また、市民向けには、

け

学連携事業による岩手

て

県内５大学による学生

の

フェスの実施を起点と

取

して、多くの市民が集

り

まる場面で

の「総合計

組

画」又は「幸福感を育

み

む地域づくり」に関す

を

るＰＲを進めます。

(

決

２) 基本計画内の取

定

り組みと方針のうち、

す

平成29年度の重点課

る

題
職員、地域づくりの

(

リーダー（自治会長な

１

ど）を対象とする総合

)

計画の理解を進める仕

 

組み作りを行いながら

施

、「幸福感を

育む環境

策

づくり」に向けた取組

の

の展開を市民に知って

達

いただくための取組を

成

多角的に検討し、実践

（

することで、市民に対

実

す

る総合計画の認知度

現

の向上を図ります。

(

）

３) 基本計画内方針

に

及び平成29年度重点

向

課題に基づく優先順位

け

の考え方
職員、地域づ

た

くりのリーダー（自治

基

会長など）への総合計

本

画の理解を進める取組

計

を優先させると共に、

画

市民への総合計画の

周

内

知に関する取組を進め

の

ます。

取り組みと方針

様式Ｃ 最終更新日：平成28年10月13日 2頁

前期基本計画 平成２９年度 施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進
０１ 総合計画に基づく政策の推進

企画政策課長  熊谷和久

平成２７年１０月に実施した、「幸福と暮らしに関する市民アンケート」（速報値）において、総合

政

計画の認知度は、15

 

.7

％であり、「住民

 

自治」を掲げる本市と

 

しては、住民自治を推

 

進する根幹となる総合

策

計画の認知度が、前年

:

度よりは2.2ポ

イン

基

ト上昇したものの、非

本

常に低い現状でありま

施

す。このことを直視し

策

、いかに認知度を上げ

:

るかについて対策を講

施

じる必

要があります。

 

アンケートの回収率を

 

年代で見た場合、１０

 

代から４０代までの回

 

収率が非常に低いこと

策

から、この年代に対す

:

る総合計画

の認知度を

施

上げる工夫が求められ

策

、第一のターゲットと

担

する必要があります。

当

少子高齢社会の進展は

職

、本市でも確実に進ん

・

でいるものであり、人

氏

口増加も鈍化し、平成

名

26年6月の住民基本

２

台帳人口55,22

7

．

人を今だ超えるにいた

施

ってはいません。また

策

、地域密着人口の構成

の

が高齢者に偏る傾向に

実

あります。

総合計画が

現

掲げる「幸福感を育む

に

環境づくり」を実現す

向

るために、前期の市域

け

全体計画のビジョン「

て

市民主体による「幸福

の

感を育む地域づくり」

現

に向けた機運の醸成と

状

セーフティネットの維

を

持」は、高齢者による

認

「地域づくり」への参

識

加と、その

参加により

す

子どもたちが安心して

る

暮らせる地域の実現が

(

、働く世代に対する総

１

合計画の意識付けに最

)

も効果的であることを

 

踏まえる必要がありま

施

す。また、生活保護世

策

帯の増加など、国全体

目

として社会保障費が増

標

加している現状から、

の

本市として

のセーフテ

進

ィネットを明らかにし

捗

、セーフティネットを

状

互助、共助、公助で支

況

える仕組みの明確化が

分

求められています。

「

析

住民自治につながる総

(

合計画の確実な推進」

２

は、本施策と直接関連

)

するものであり、「住

 

民自治」をいかに地域

施

に浸透さ

せるか、市民



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事 務 事 業 名 事    業    費    計    画    額

No 分 野 別 計 画
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 ４ヵ年計

実 施 計 画 前 年 度 比 較 (%)

様式Ｃ 最終更新日：平成28年10月13日 3頁

前期基本計画 平成２９年度 施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進
０１ 総合計画に基づく政策の推進

企画政策課長  熊谷和久

3837  総合計画マネジメント事業

1

1,122 765 46.7 2,645 765 765 5,297

3884  滝沢市総合計画審議会事務

2

528 352 50.0 880 352 352 2,112

14662  市政経営マネジメント向上事業

3

300 0 皆増 300 300 300 1,200

7992  トップマネジメント推進事業

0 0 0.0 0 0 0 0

8154  土地利用規制等対策事務

0 0 0.0 0 0 0 0


